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Abstract
　　Higher education in China has been operating under several laws and government ordinances 
such as “People’s Republic of China Higher Education Act”. These laws and ordinances regulate 
the standards for establishing universities, the curriculums, faculty development, teacher evaluation 
and quality of education.
　　The academic societies for higher education are China Association of Higher Education and 
local societies. About 15,000 articles are published every year. Research exchanges on college 
physical education are continuing in both the subcommittee about physical education of CAHE and 
China Sport Science Society.
　　The “Ordinance of Physical Education in Schools” regulates that colleges must have physical 
education classes in the first and second years. Also, “Syllabus of General Physical Education 
for Institutions of Higher Learning” regulates the goals of education, class size, equipment, and 
evaluation. The committee of college physical education in Ministry of Education makes standards 
about education and holds seminars for teachers.

はじめに

　中国の高等教育機関には4 ～ 5年制の大学（「本科大学」）と2 ～ 3年制の高等職業技術学院（「専科

大学」）、成人大学などがある。2011年現在、通学制の大学数は2,422校で、そのうち大学が1,129
校、高等職業技術学院が1,293校である。これらの学生数の合計は約2,320万人である。大学1校あ

たりの学生数は約9,600人で、全般的に日本の大学より規模が大きい。大学への進学率は26.9％で

ある1）。1998年に国家教育部が公布した「21世紀に向けた教育振興行動計画」2）では、高等教育の規

模を拡大することを目指しており、実際に高等教育機関の進学率は2006年には21%となって大衆

化段階に入った。さらに、2010年の「国家中長期教育改革及び発展計画要綱」3）では、2020年までに

入学率を40％にするという計画を立てている。このような大衆化に加えて、グローバル化にも取

り組んでおり、1995年から始めた211プロジェクト（「211工程」）では、21世紀に100校程度を重点

的に強化して世界のトップレベルに追いつき追い越すことを目指している4）5）。

　このような高等教育の急拡大期にあって、教育の質をどのように確保しているのだろうか。復旦

大学高等教育研究所の熊庆年所長は、「大学の大衆化により、大学も増えて、経験の少ない若い教
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員も増えたので、教育力の向上が求められている」と述べている6）。本稿では、大学体育に焦点を

当てて、その現状について報告する。なお、中国の法令や教育制度などについては、本文中では翻

訳した名称を使用し、それに続けて（「　」）で原語を示したり、文献一覧に示した。なお、中国語の

「高等学校」「高校」は大学などの高等教育機関を指す。中国語の「高級中等学校」が日本で言う高等学

校である。

Ⅰ　高等教育制度と政策

1．法令
　高等教育に関する法令の中で、大学教育に関する主なものは以下の通りである。

「中華人民共和国教育法」（1995年施行）7）

「中華人民共和国高等教育法」（1999年施行）8）

「中華人民共和国学位条例」（1981年施行、2004年改定）9）

「中華人民共和国教師法」（1994年施行）10）

「中華人民共和国職業教育法」（1996年施行）11）

「中華人民共和国民営教育促進法」（2003年施行）12）

「普通高等教育機関設置に関する暫定条例」（1986年施行）13）

　文化大革命（1966年～ 1977年）終結後の1980年に「中華人民共和国学位条例」が定められ、これを

皮切りに、高等教育制度が整備されてきている。

　高等教育行政を担っているのは国家教育部であり、大学の設置認可権限は国公私立を問わず教育

部にある。「普通高等教育機関設置に関する暫定条例」（1986年）は大学を設置するのに必要な 低

の基準を定めた教育部の条例であり、これを満たしていない大学は設置が認可されない。そして、

「中華人民共和国高等教育法」（1998年）によって、高等教育機関が法人格を持つことが定められ、

大学の自主権が拡大してきている。また、中央政府が所管していた大学の多くは地方に移譲されて

いる。

　学士課程のカリキュラム面では、中央政府は1999年に「素質教育」を推進する方針を打ち出した。

広島大学教授の黄福濤によると「素質教育」とは「大学生の一般的な素養を向上させるために行われ

る人文社会科学教育および自然科学教育」のことで、その内容は「思想道徳素質」と「文化素質」、「業

務素質」、「身体心理素質」の4つの側面があるという14）。黄は「学部教育そのものの教養教育化を目

指すという新しい改革方向を打ち出したといってよい。」と評価している。

2．大学評価
　大学評価については、「中華人民共和国教育法」（1995）によって定められている。同法第24条に

は「国家は視学制度及び学校その他の教育機関の評価制度を実施する。」7）と定められ、「中華人民共

和国高等教育法」（1998）第44条では「高等教育機関の運営水準，教育の質について，教育行政部門

の監督及び教育行政部門が組織する評価を受ける。」8）と定められている。実際の大学評価の取り組

みは1990年に国家教育委員会（現教育部）から「普通高等教育機関評価に関する暫定規定」15）が公布

され、試験的に実施された。そして、2003年からは5年周期で評価を行うことが定められ、2004

年には評価を実施する教育部高等教育教学評価センター 16）が設立された。そして、2008年までに

589校の大学が評価を受け、その結果はホームページで公開されている17）。評価は大学による自己



文教大学国際学部紀要　第 24 巻 2 号

－ 3－

2014 年 1 月

評価と外部委員の実地調査を踏まえて行われるが、現在の評価指標は表1の通りとなっている18）。

また、この制度では評価後1年以内に、大学は改善に取り組むことが義務づけられている。

　　表1　大学評価の評価項目　　

1．学校経営理念とリーダーシップ

2．教員

3．教育の条件と利用

4．専攻とカリキュラム

5．質管理 
6．学校の勉強雰囲気と学生指導

7．教育の質　　　　　　　　　　

3．ＦＤと教員評価
　ＦＤに関する活動は古く、1953年に教育部から「高等教育機関における教員研修に関する暫定方

法」（「高等学校教師進修暫行弁法」）が公布されてから始まったとされている。1985年には北京師範

大学と武漢大学に全国ＦＤセンター（「全国師質培訓中心」）が設置され、その後全国の6つの行政区

に1つずつＦＤセンターが設置され、取り組まれている。そして、各大学が行っている具体的取り

組みとしては、新任教員研修や教授法研修、国内外研修、社会実践研修などが行われているとい

う19）。

　教員評価については、「学校が教師の勤務評定を行い、教育行政部門はその実施を指導、監督する」

と「中華人民共和国教師法」第22条に定められている。評価の対象項目は、「教師の政治思想、業務

水準、就業態度、業務成績」（第22条）で、「評価の結果は配属、昇給、表彰等に反映される」（第24条）

と規定されている。日本の（独法）科学技術振興機構のウェッブサイト「サイエンスポータルチャイ

ナ」に掲載された記事では、このような教員評価制度が「単年度の成果の量を重視して、教育よりも

研究活動に評価の重点が置かれており、教師が短期間で成果を出すことにプレッシャーを感じ、安

心して学生の教育に打ち込むことができない問題」をかかえているとする調査結果を紹介している20）。

　前述の黄福涛は、近年の中国高等教育の動向を3つにまとめている。それは、「知識基盤社会化

（マス化）」と「社会のグローバル化」「市場化（市場競争メカニズムの導入）」である21）。「市場化」を

「規制緩和による競争環境の醸成」と読み替えると中国と日本は共通の課題を抱えていると言える。

このような状況下で、中国は教育の質保証について積極的に取り組んでいることがうかがえる。

Ⅱ　高等教育研究

1．歴史
　南京大学高等教育研究所の胡建華・副教授によると中国において高等教育研究が本格化したのは

1970年代の後半であるという22）。その草分けとして、廈門大学高等教育研究所（福建省）が1978年、

北京大学高等教育研究所が1980年に設立された。現在、全国に約700の高等教育研究施設がある。

中でも、廈門大学高等教育研究所は中国 大・ 高水準の高等教育研究施設であり、高等教育学修

士（1984年から）と博士（1986年から）の学位授与権が認められている23）。なお、中国で初めての高
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等教育研究の専門書は、藩懋元・厦門大学教授が1985年に出版した『高等教育学講座』（人民出版社）

である24）。

2．高等教育学会と地方学会
　高等教育に関する も中心的な学会は、1983年に発足した中国高等教育学会である（因みに、日

本では一般教育学会（現大学教育学会）が1974年に発足している）。2013年6月の時点で、この学会

に加盟している団体は、北京市や四川省などの地方の高等教育学会が29、電子教育や中医薬教育

などの学会が11である25）。そして、学会の下部組織として、66もの専門分科会（「专业委员会や分

会」）がある。それらは、高等教育学や継続教育、教育評価、教育情報、大学史、留学生教育、入試、

同窓会など多岐にわっている。これらの中には、定期刊行物を発行したり、研究会を開催したりし

ているものもある。しかし、体育専門委員会（「体育专业委员会」）は一覧には記載されているが、専

門委員会のウェブサイトは見当たらず、活動の詳細はつかめなかった。

　中国高等教育学会は機関誌として、月刊の『中国高教研究』を発行している。2013年10月号には、

高等教育のグローバル化や教養教育、大学院教育、大学教員などの論考が掲載されている25）。

　高等教育に関する研究活動は地方ごとにも活発に行われている。例えば、北京には北京市高等教

育学会があり、年次大会のほか、分野別の研究会を開催している26）。このような地方の高等教育

関連学会による高等教育関連の出版物は、約400種類、関連論文は年間約15,000本に上っていると

いう22）。

3．雑誌『中国高等教育』
　『中国高等教育』は教育部が高等教育の改革と発展を企図して、編集発行している隔週刊の定期刊

行物で、創刊は1965年と古い。文化大革命により休刊していたが、1982年に復刊し現在に至って

いる。党と政府の方針や政策を伝え、経験を交流し、模範例・先進例や資料を紹介している27）。

　国が発行している隔週刊の雑誌があるなど、前述したように、高等教育関連の出版物は、約400

種類、関連論文は年間約15,000本に上るというおびただしい発行量である。このような状況におい

て、論文のデータベースが開発されている。それは、中国高等教育定期刊行物文献データベース（「中

国高等教育期刊文献总库」）で、高等教育に関する文献の全文データベースである28）。収録は1994

年からである。

Ⅲ　大学体育研究とFD、評価

1．大学体育制度
　「中華人民共和国教育法」（1995年施行）は教育に関する基本法であるが、その第44条には、「教育、

体育、衛生の行政部門、学校およびその他の教育機関は体育、衛生保健施設を整備し、学生生徒の

心身の健康を守らなければならない。」と体育について定めている7）。そして、「中華人民共和国体

育法」（1995年施行）は、中国建国の1949年以来はじめてとなる体育およびスポーツに関する基本法

であり、社会体育（第2章）や競技体育（第4章）、法律責任（第7章）などについて包括的に定められ

ている。この「体育法」の中で、学校体育については、第3章として7条に渡って定められている29）。

具体的には以下の通りである。

　　「健全な人材の育成」（第17条）
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　　「授業の開設と障害者への配慮」（第18条）

　　「体育活動時間の確保」（第19条）

　　「課外活動と運動会」（第20条）

　　「体育教師の配置」（第21条）

　　「運動施設・設備」（第22条）

　　「健康診断」（第23条）

　さらに大学体育についてみてみよう。片岡は、中国建国（1949年）から2002年までの大学体育の

教育課程の変遷について概観している30）。それによると、大学体育に関する 初の法令は、1952

年に教育部と国家体育運動委員会（当時）が公布した「学校体育の運営に関する暫定規定」（「学校体育

工作暂行规定」）と同年に教育部が制定した各級各種の学校の教育計画であり、それらには「体育科

目は小学校1年生から大学2年次まで、必修科目として週2時間設ける」と規定されていたという。

　そして、1990年に施行された「学校体育運営条例」（「学校体育工作条例」）では、体育の教育課程

や課外体育活動、競技会、体育教師、体育施設、組織・管理などが定められている31）。この条例

の第7条には、「大学1年次と2年次までは体育の授業を必修として、3年次以降は選択科目として

開設する。」と定められている。なお、この条例の制定により、1979年に発布された「大学体育の運

営に関する暫定規定（試行草案）」（「高等学校体育工作暂行规定（试行草案）」）は廃止されている。

　大学体育に関する行政法規や文書としては、1956年に公布された「大学体育教育大綱」（「高等学

校普通体育课教学大纲」）と1961年に公布された「大学体育教材要綱」がある。これらは、数回改定

された後、2003年からは「全国大学体育課程指導綱要」32）となっている（表2参照）。これによると、

表 2　全国大学体育課程指導綱要の構成

第1章　課程の性質 第 1 条　必修科目としての意義：体力増強と健康増進
第 2 条　体育による全人的発達

第2章　過程の目標 第 3 条　基本目標
第 4 条　発展目標

第3章　課程の設置 第 5 条　1年次と2年次の必修科目設置
第 6 条　3年次以降の選択科目設置

第4章　課程の構成 第 7 条　正課と課外、地域社会との連携
第 8 条　多様な教育内容と程度、学部学科を超えたクラス編成、
　　　　講義（理論）の割合
第 9 条　学生の主体性と教員の指導
第10条　アスリート学生と虚弱、障害者への配慮

第5章　課程の内容
　 　　と教授法

第11条　課程内容決定の主要原則：健康増進、国際化、民族性
　　　　「学生体质健康标准」の達成
第12条　個性化と多様化への対応、自主性の尊重

第6章　課程の制定
　 　　と教育資源
　 　　開発

第13条　適切な教員配備
第14条　教員研修
第15条　研究と社会貢献
第16条 「普通高等学校体育场馆设施、器材配备目录」の準拠
　　　　 施設利用時間の延長と開放
第17条　関連規程と教員任用制度の整備、統計資料や書類の管理、
第18条　各大学が定める指導綱要、1クラス30人
第19条　検定教科書の使用
第20条　教育の充実と教育資源の開発

第7章　過程の評価 第21条　成績評価、授業評価、過程評価
第22条　第三者評価と表彰

附則 第23条　本網要は体育大学には適用しない
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教育目標には5つが掲げられており、それらは、「運動参加」、「運動技能」、「身体的健康」、「精神

的健康」、「社会的適応」である（第3条、第4条）。そして、授業については、従前通り、「大学1年

次と2年次は体育の授業を必修とする。」（第5条）、「3年次以降は、大学院生も含めて選択科目とし

て開設する。」（第6条）と定められている。そして、多種多様なスポーツ種目を用意し、学部を超え

てクラス編成すること（第8条）、1クラスを30人程度とすること（第18条）など教育方法について細

かく定められている。また、教育部と国家体育総局（日本の日本体育協会に相当する）が定めた「学

生体質健康標準（試案）」33）を反映し、その基準を達成することが定められている（第11条）。なお、

この「学生体質健康標準（試案）」は2007年に教育部と国家体育総局が発布したもので、小学生から

大学生までの体力・運動能力テストの方法とその評価を示してある。大学生は体格測定のほか、柔

軟性、筋力、持久力（1000ｍ走）などを測定し、その合計点が標準に達していることが求められて

いる。そして、教育部が公布した「大学における体育施設・設備・器材配備目録」34）に従って、施

設や設備、器材を整え、施設を開放し、学生に利用させることも定められている（第16条）。

2．全国大学体育教育指導委員会
　全国大学体育教育指導委員会（「全国高等学校体育教学指導委員会」）は教育部の機関の一つで、教

学に関する規程や基準を策定したり、指導者研修会を開催したりしている。現在の主任は、教育部

体育衛生与芸術教育司長でもある王登輝氏が務めている。日本では文部科学省スポーツ・青少年局

長に相当する役職である。

　この委員会と上海交通大学によって、第1回全国大学体育主任研修会（「全国高校体育部主任培訓

班」）が開催された。実施の年月日は不明だが、『中国高等教育』（1995年4月）にその紹介記事があり、

それによると全国24の省市自治区から50大学の主任が参加したという。教員の世代交替の問題や

大学体育管理、体育改革問題が議論され、意見と経験交流がされたという。

　中国では大学体育を従来は「高校体育」と呼んできたが、近年では「大学体育」や「公共体育」とも呼

ぶようになってきた。「公共体育」とは日本の教養体育に相当する言い方である。図1で示したもの

は北京の書店で購入した大学体育の教科書である。いずれも「大学体育」がタイトルに含まれてい

る。なお、「高校体育」を冠する書籍は見当たらなかった。これらの教科書の質を維持するために全

図 1　大学体育の教科書
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国大学体育教育指導委員会は検定を行っている。このことは、前述した「全国大学体育課程指導綱

要」の第19条に定められている。

3．教育評価
　大学教育の大衆化に伴い、大学生数が大幅に増加し、大学教員や体育・スポーツ施設・設備な

どが不足する状況となった。その結果、教育の質が低下したと指摘されている35）。折しも、教育

部は1991年に教養体育の質保証のため「大学教養体育の評価に関する通知」36）を発布した。そして、

それにしたがって、1994年から全国の大学で教養体育の評価が行われている。しかし、評価制度

の主旨や目的などに対する認識不足ため、評価制度の実施にあたり、良い評価を得るために取り

繕ったり、統計資料を粉飾したり、評価結果だけを重んじ、改善に結びつけないなどさまざまな問

題点が生じていることが指摘されている37）。また、評価は、国が定めた評価項目に則って行われ

ているため、評価モデルは単一的となっており、各大学の個性を活かした改善活動に結びつかない

という問題も指摘されている。

4．組織的研究活動
　大学体育の組織的研究活動としてまず挙げられるのが、中国高等教育学会の下部組織である体育

専門分科会である。1991年に大学体育科学研究論文報告会を開催し、1994年からは『体育学刊』（隔

月刊）を発行している。その主な内容は、体育社会科学や人体科学、トレーニング論、民族伝統ス

ポーツ、体育情報、大学体育などである27）。

　1980年に発足した中国体育科学学会には体育史や運動生理学などの18の分科会がある。その内

の一つである学校体育分会は、2012年10月に2日間に渡り、湖北省武漢市で大学体育改革フォー

ラム（「中国高校体育改革论坛」）を開催した。その簡単な報告が学会のホームページに掲載されてい

る。それによると、147編の論文が提出されたとのことであり、その数の多さに驚かされる38）。また、

学会の機関誌の『体育科学』（1981年創刊）にも大学体育に関する論文が掲載されている。

　また、大きな都市では、大学が連合して大学体育委員会（「高等学校体育委員会」）を組織し、体育

教育の研究や競技会を開催しているという39）。

　以上のように、国や地方、学会などさまざまなレベルで大学体育の研究やＦＤが取り組まれてい

る。

まとめ

　中国の高等教育は「中華人民共和国高等教育法」をはじめとするいくつもの法令に則って行われて

いる。これらの法令では、大学の設置やその基準、教育課程、大学評価、ＦＤ、教員評価などにつ

いても定めている。

　高等教育に関する研究は、中国高等教育学会や地方の高等教育学会があり、年間15,000本もの論

文が発表されている。大学体育に関しては、この学会の体育専門委員会や中国体育科学学会で研究

交流されている。

　「学校体育工作条例」では大学体育の必修が規定されている。そして、「大学体育教学指導綱要」で

は、教育目標のほか、クラス規模や成績評価、施設設備などが細かく定められている。そして、教

育部の大学体育教育指導委員会は大学体育に関する基準などの作成や研修会を開催している。
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